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平成２８年度小平市国民健康保険税の税率改定の概要 

 

１ 改定理由 

小平市の国民健康保険は、雇用状況の改善による被用者保険への加入や後期高

齢者医療制度への移行に伴い、被保険者数が減となる一方で、高齢化の進展や医

療の高度化に伴い、一人当たりの医療費は年々増加している。また、被保険者に

占める低所得者や高齢者の割合が高いといった構造的な課題に加え、歳入の根幹

をなす国民健康保険税は、被保険者数の減少の影響により調定額は減少しており、

一般会計からの多額の繰入れによって財政運営を維持しているのが現状である。  

小平市では、保険者の責務として、国民健康保険事業の安定的な運営のため、

国民健康保険税収入の確保やデータヘルス計画に基づく医療費適正化を推進して

いる。しかしながら、持続可能な医療保険制度を維持するためには、一般会計か

らの法定外の繰入れについて、国民健康保険加入者以外の市民との負担の公平性

確保の観点から、改善に向けた検討が必要である。  

他方、本年５月、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等

の一部を改正する法律が成立し、国民健康保険の安定化を図るため、財政支援の

拡充や、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となるなど、医療保険

制度の財政基盤の安定化が推進されることとなった。  

このような状況のなか、平成２８年度以降の国民健康保険財政の収支均衡を図

るため、国民健康保険税の税率を改定するものである。  

 

２ 国保税改定の考え方  

（１）保険税収入と医療給付費の見通し  

国民健康保険の被保険者数は、後期高齢者医療制度が始まった平成２０年度

以降、平成２１年度の４８，９６９人をピークに、平成２４年度までほぼ横ば

いで推移してきた。平成２５年度以降、減少傾向が顕著となり、平成２６年度

決算では、前年度に比べて１．８％減の４７，２１６人となった。この傾向は

本年度も続いており、また平成２８年１０月には、短期労働者に対する健康保

険の適用が拡大されるため、被保険者数の減少傾向は、さらに大きくなるもの

と見込まれる。  

被保険者数の減少により最も影響を受けるのが保険税収入である。平成２０

年度から平成２５年度までの調定額は、５０億円から５１億８，６００万円で  
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推移してきたが、平成２６年度は、前年度に比べて２．３％の減の４８億２，

９００万円となった。収入率は、景気の緩やかな回復基調により改善傾向にあ

るが、平成２６年度の収入額は、前年度に比べて２．２％の減の３７億５，４

００万円となった。今後も被保険者数の減少の影響を受け、保険税収入は減少

するものと見込まれる。  

一方、被保険者一人当たりの医療給付費は、年度によるばらつきはあるもの

の、平成２０年度以降、年度平均で約２．５％増加している。また、いわゆる

団塊の世代の被保険者がすべて６５歳を超え、今後も高齢化を背景とした医療

費の増加が見込まれる。  

このように、保険税収入と医療給付費のかい離は広がることが見込まれ、こ

れを補てんするために、国民健康保険税率の改定を実施する必要がある。  

 

（２）医療制度改革の動向 

今般の医療制度改革では、国民健康保険における法定外の繰入れの解消に向

けて、平成３０年度以降、毎年３，４００億円の財政支援の拡充が図られるこ

ととなった。財政運営の責任主体が東京都に移行することにより、今後、東京

都は国民健康保険運営方針を策定する。同運営方針では、医療制度改革の趣旨

を踏まえ、各市区町村の法定外の繰入れの解消に向けた課題への対応について

検討が行われる見通しである。  

また来年度には、年齢構成の差異を調整した医療費水準や所得水準に応じて、

国民健康保険事業費納付金の算定方法が決定され、市区町村ごとに同納付金の

支払いに必要な標準的な保険料（税）率（標準税率）が示される。  

国においては、将来的な保険料（税）負担の平準化を目指しており、市町村

ごとの標準税率を提示し、標準的な住民負担の見える化を行うことで、保険税

負担の緩やかな平準化を進めることとなる。  

このような動向を踏まえ、税率等改定に当たっては、平成３０年度より財政

運営の責任主体が都道府県に移行することを見据えた対応が必要である。具体

的には、現時点で対処すべき事項として、標準税率と小平市の保険税率のかい

離を広げないよう、一人当たり法定外の繰入を減額、あるいは現状より増やさ

ない措置が必要である。  
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３ 課税限度額の改定について 

本年３月に公布された地方税法施行令の一部改正については、低所得者に対す

る軽減の拡充と課税限度額の引き上げが行われた。  

小平市では、低所得者に対する軽減拡充について、本年３月３１日付で地方自

治法に基づく市長専決処分により、国民健康保険条例の一部改正を行った。一方、

課税限度額の見直しについては未対応であるため、地方税法施行令の一部改正と

同様に課税限度額の改定を行うものである。  

 

４ 改定案 

（１）国民健康保険税の改定率 

① 基礎課税額（医療保険分）、後期高齢者支援金等課税額（後期高齢者支援

金分）及び介護納付金課税額（介護保険分）の改定率を次のとおりとする。  

Ａ案  １１．３％改定  

Ｂ案   ７．２％改定  

② 適用の時期  

平成２８年度分の国民健康保険税から適用する。  

 

（２）国民健康保険税の課税限度額について 

① 基礎課税額について５１万円から５２万円に引き上げる。 

② 後期高齢者支援金等課税額について１６万円から１７万円に引き上げる。 

③ 介護納付金課税額について１４万円から１６万円に引き上げる。 

④ 改定の時期 平成２８年４月１日 

 


